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12 調査と研究 第13号 (1997.4)
表ト 2 ドイツ環境税制改革案の概観 (単位 :10億マルク)
環境税制改革案 税収見込み 税収の使
途既存税の減税 新規財政支出/既存支
出の拡張U P Ⅰ 210.0 売上穣 (110.0),所得税 (33.0)午金保険料 (60.0) 農業への負担調整
金交付 (2.6)ヴアイツゼツカー 記載なし 所得税,売上税,社会保険料
社会的な負担調整金交付ミエラー .ヴイソト 81.0 営業税 (32.6),自動車税 (9.0),石油 252 コー
ヒー .砂糖税(1.8) なしB U N D 150.0 年金保険料 (税制改革によって)特に負
担の重くなる家計に対する負担調整金支出E U 委 員 会 記載なし 所得税および社会保険料 (75%),法人 (10%),エネ
ルギー節約促進のための税控除 (15%) なし社 会 民 主 党 35.8-36.8 所得税 (15.2),自動車
税 (9.2), 社会的移転支出の引き上げ (6.0),リ租税優遇措置 (
1.1),遠隔地,およ サイクル,廃棄物処理,水質保全,環び遠距離通勤
者に対する控除の引き上げ (1.3) 境保全技術,環境保全農業シユプリングマン 44.9 なし 環境保全技術促進 (17
.8),排出削減(17.0),公共交通機関に対する補助金0
エコロジー経済 47.4 なし 石炭確保,鉄道,環境研究 (2
7.9),研究所 廃棄物処理,環境保全技術の促進,環境関連
情報の基盤整備緑の党 (ただし 113.1 なし 石炭確保,気候変動に対する対処,令旧案) 理的なエネルギー利用 (31.8),公共交通機関 交通部門 おけ 負担調整金 (42.2),鉄道貨物輸送 (17.6) 特別基金 (l
l.3),農家に村する負担調整金 (0.3),環境保全技術促進,ゴミ回避,廃















提案者 課税対象 比率 (%
)UPⅠ *エネルギー
23*交通 6














率 (%)シユプリング *エネルギー .交通 34
マン *大気 .交通 23
*大気 7土地利用 .自然保護
1*廃棄物 27
*水 8エコロジー エネルギー 2
経済研究所 *交通 31大気
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α+βであるから,結局 ∂ と αの大小を比





































































































































































































18 調査と研究 第13号 (1997.4)
表 1-4 産業部門別の環境税制改革のインパクト*) (単位 :%)
産 業 部 門 エネルギー税 還 付 純
効 果5年後 10年後 5年後 10年後 5
年後 10年後鉄 鋼 .製 鉄 +9.3 +22.3 -1.3 -3
.1 +8.0 +19.2化 学 +3.8 +9.1
-0.9 -2.2 +2.7 +6.9金 属 製 品 +3.1
+7.5 -0.9 -2,1 +2.2 十5.4石材 .建設製材 +3.4 83 12 .9
農 産 物 加 工 +2.5 +6.0 -1.3 -3.2 +1.2
+2.8製造機器生産 十2.6 +6.3 -1.4
-3.5 +1.2 +2.8食 料 品 +1.8 +4.4
-1.0 -2.4 +0.8 +2.0繊 維 産 業 +1.8 +4.2
-1.1 -2.5 +0.7 +1.7その他交通サービス業 +1
.7 +4.2 -1.1 -2.6 +0.6 +1.6プラスチック製造 +1 0 0 7
+1.4飲食店 .旅館業 +1.5 +3.5 -1.0
-2 .3 +0.5 +1.2板 金 製 造 +1.6 +3.9
-1.3 -3.0 +0.3 +0.9小 売 業 十1.3
+3.2 -1.0 -2.7 +0.3 60.5印 刷 業 十1.3 0 2 8 1 + 2
住 宅 斡 旋 業 十0.4 +0.9 -0.3 -0.8 +0.1 +
0.1運 送 業 +1.2 +2.8 -1.2 -2.8 -0.0
-0.0木 材 製 造 業 十1.2 +2.9 - 1.3 -3.0 -0
.1 -0.1その他のサービス業 +0.5 +1.2 -0.6 -1
.3 -0.1 -0.1科学 .文化 .出版業 +0.7 +
1.8 -0.9 -2.0 -0.2 - 0.2高層 .地下建設業 +1.4 +33 15 36 1
3健康 .医療サービス業 +0.5 +1.1 -0.7 -
1.6 -0.2 -0.5解 体 業 +0.9 +2.1
-1.1 -2.7 -0.2 -0.6電 気 製 品 ■ +0.9
+2.1 -1.2 -2.9 - 0.3 -0.8機 械 製 造 業 +1.0 5 4 33 4
8卸 売 業 +0.8 +1.7 -1.2 -2.8 -0
.5 -1.1保 険 業 十0.5 +1.2 -1.1 -2.5 -
0.6 -1.3社 会 保 険 業 十0.9 +2.0 -1.4 -3.4 - 5 4在 宅 業 務 7 17 9
-4.6 -1.2 -2.9郵 便 .電 話 +0.4 +1.0 -1.7
-4.1 -1.3 -3.1公 共 部 門 十0.9 +2.2 -2.3 5











表 ト 5 環境税制改革の各セクターに対するインパクト*) (単位 :%)
セ ク タ ー エネルギー税 還 付 純
効 果5年後 10年後 5年後 10年後 5
年後 10年後個 人 消 費 +1.9 +4.6 -0.8 -
2.0 +1.1 +2.6公 的 消 費 +0.9 +2.1
-2.0 -4.8 -1.1 - 2.7設 備 投 資 +0.8
+2.0 -1.0 -2.4 -0.2 -0.4建 設 投 資 +1.1 6 1 8 1
0.2輸 出 +1.8 +4.4 -1.1 -2.6
+0.7 +1.8総 計 +1.7 +4.























































20 調査と研究 第13号 (1997.4)
表 1-6 環境税制改革のマクロ経済に対するインパクト (単位:%)
基本 Ⅰ Ⅳ
Ⅴ就 業 者 2.1 2.2
1.1 2.8就業者 1人あたり生産性 -2.2 -2.
3 -1.0 -1.1実 質 G D P -0
.2 -0.2 0.1 1.6(1)実質個人消費
-1.0 -0.1 -0.4 0.5(2)実質公的消費 0 0 1
.8(3)実 質 投 資 -0.3 -0.5
0.1 5.0*設 備 投 資 -1.0
-1.3 -0.4 1.3*建 設 投 資
0 .4 0.3 0.6 8.3(4)実 質 輸 出 0 -19 0 00
(5)実 質 輸 入 -1.2 -2.1 -0
.9 -0.3名 目 G D P 1.3 1.1
1.0 5.4輸出物価指標 3.5
0.0 2.6 4.8個人消費物価指標 3.
1 1.9 2.1 5.3GDP物価指標
1.5 1.2 0.9 3.8就業者粗所得1) -24 -28 -2
0.9企 業 租 所 得 - 4.7 -4.0
-4.3 1.6国 民 所 得 -3.2 -3.
2 -3.4 1.2企 業 純 所 得 -5.1
-4.3 -4.7 1.7就業者純所得 2.4 21 18 53
時間あたり標準賃金 0.2 - 0 .4 0.7 2.9労 働 コ ス ト
- 2.2 -2.6 -3.0 -0.7名
目 利 子 率 0.5 0.3 0.4 0.8雇 用(単位千

























表 ト 7 環境税制改革のエネルギー消費に及ぼす影響 (単位 :%)
1995 2000 2005 2
010エネルギー消費の減少*1987年を基準として ll.1 15.6 20
.6 23.5*1990年を基準として 8.1 12.
8 17.9 20.9C02の減少*1987年を基準として 9.4
15.5 21.3 24.8*1990年を基準として
4.5 10.8 17.1 20.8税 収 (単位10億














































































































表 ト 8 最終消費価格に対するエネルギ 税ーの影響 (付加価値税を含む)
23
午 税 率 ガソリン 暖房油 天然ガス 石 炭
褐 炭 電 気DM/GJ DM/e DM/e DM/m3 DM/50kg DM
/50kg DM/kwh1996 1.03 0.05 0.05 0
.04 2.09 1.74 0.021997 2.03 0.07
0.09 0.07 3.27 2.72 0.031998 2.8
0 0.10 0.12 0.10 4.50 3.76 0.041999 3.62 3 5 2 582 48
0.052000 4.51 0.17 0.19 0.16 7.2
5 6.05 0.072001 5.45 0.20 0.23 0.
19 8.77 7.31 0.082002 6.46 0.24 0.
27 0.22 10.39 8.67 0.102003 7.55 0
.28 0.32 0.26 12.15 10.13 0.ll2004

























る｡税率はこの目標達成に貢献すべく定められる｡ 第2 ,エネルギー 表 1-9 税
率,エネルギー税収およ
び1990年を基準としたCO2
削減午 平均税率 税収 1990年に対するCO2DM/GJ
10億DM 排出削減率 (%)19
95 1.03 18.3 -8
1996 -ll7
2.02 27.9 -131998 79 3 2 5
1999 3.62 46.5
-162000 4.50 55.5 81 545 670 9
2002 6.46 78.2 -21
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26 調査と研究 第13号 (1997.4)
表 1-10 線の党環境税制改革案の全体像 (単位 :10億 DM)
午 収入面 支出
面エネルギー 交通部門にお 補助金等の 収入合計④ 自家用車社会保険料個人所得. 減税総額⑧ 他の社会 的 構造改革促進税 ける環境税 撤廃 免税 削減法人減税 補償 プログラム
① ② ③ ⑤ ⑥ ⑦ ⑨ ⑲1996 18.3 28.7 5.5
52.6 10 .5 21.1 0.0 31.6 3.2 17.81997 27.9
43.8 8.7 80.4 10.5 38.5 0.0 49.0 4.8 26.51998 37.2 57i ll8 106 409 15 664 64
33.71999 46.5 69.0 14.7 130.2 10.5 47.6 25.0
83.1 7.8 39.2ヱ川瀬 55.5 79.7 17.5 152.7 10.5 51
.4 35.0 96.9 9.2 46.62001 67.0 89.8 20.4 177.2
10.5 60.6 45.0 111.6 10.6 50.42002 78.2 99,2 23
.3 200.7 10.5 67.1 58.0 135.6 12.0 53.12003 89.3
108.1 25.3 222.7 10.5 72.2 72.0 154.7 13.4 54.62004 100.3 164 72 439 66 8











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図2-1 環境関連税収のGDPに占める比率 (単位 :%)
? ? ??? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ? ??













































































































90廃 棄 物 (DK
K/トン) 195*埋
立処分用廃棄物*焼却
分用廃棄物 160原 料 (D









0*褐炭等 505 課税対象及び課税標準 税 率オ
ゾンガス (DKK/kg) 30鉱油精製晶 1.77*ガス,ディーゼル,原油 (DKK
/e)*他のガス,ディーゼル,原















/kg) 0.32*暖房用タール (DKK/kg) 28
*ガス (DKK/A) 0.16プロパンガス (DKK/kg) 330潤滑油等 (DKK/e)有鉛
ガソリン (DKK/磨) 0*無鉛





















課 税 対 象 1994 1995 1996 1997
1998電 気 (DKK/kWh)*室内暖房 0.265 0.295 0.325 0.
365 0.395*他の電気利用 0.300 0.300 0.3
60 0.400 03460石 炭 (DKK/トン)*採掘炭等 690
770 860 950 1,040*原油コークス 690 845 1,00 1,15
1,311*褐炭等 505 570 635 764鉱油精製品 (DKK/A)
*デイ-ゼルi由 1.77 2.00 2.02 2.12
2.12*軽ディーゼル油 1.67 1.90
1.92 2.02 2.02*ガス 1.18 1.34 36 1
.43 1.43廃 棄 物 (DKK/トン)*埋立処分用廃
棄物 195 195 195 285 285*焼却処分用廃 60 60 60 10 10
自動車登毒最税 (DKK/育)*2-3トンのトラック.バス 30,000 30,000 30,
000 30,000 30,000*3-4トンのトラック.バス 19,000 19,000 19, 19 19
飲 料 水 税 (DKK/m3) 1 2 3 4
5買い物袋税 (DKK/kg)*紙袋 9 9 9 9 9プラスチック袋 20 20 20 20 2
0排水課徴金 (DKK/m3) - - - 0.3 0
.3[出所] TheDanishEnvironmentalProtectlOnAgency,p.3,Table2.
表 2-2(b)1993年改革に伴うガソリン税改革期 間
有 鉛 無 鉛1994年 1月1日 - 1994年3月31日
3.10 2.451994年 4月1日 - 1994年 9月
30日 3.15 2.501994年10月1日 - 199
4年12月31日 3.20 2.551995年 1月1日 - 1
995年3月31日 3.55 2.901995年4月1日
- 1995年4月6日 3.60 2.951995年 4月7日 9 31 2
71995年10月1日 - 1995年12月31日 3.68 3.026 6 75 1
01997年 1月1日 - 1997年12月31日 3





















































































表 2-3 1995年税制改革において導入された企業に対する環境 ･エネルギー税
課 税 対 象 税 率
1993年税制改革の原則によるガソリン税の引き上げ 1996年 1月 1日よ り0.11DKKの引き
上げ電池に対する賦課金 1個あたり 6DKK*ニッケル .カドミウム






木維持剤等 卸売価格の3%企業に対する環境 .エネルギー税 1996 1997 1998 1999 2
000CO2税 5 10 15 20 25HeaVyProcess(DKK/tonneCO2)*合意なし
*合意あり 350 360 370 380 390LightProcess(DKK
/tonneCO2)*合意なしあり 50 50 50 58 68地域暖房 (DKK/tonneCO2energytaX) 20 40 60
600 600天然ガス税 (DKK/Nm3) 0.0
1 0.01 0.01 0.01 0.01SO2税 (DKK/kgS











1996 1997 1998 1999



















































































表2-4 環境 ･エネルギー関連税収とその税収の企業への還付 (百万DKK)
1996 1997 1998 1999
20001.税 収*総 収 915 1,440 1,955 2,
220 2,450*企業部門からの税収 710 1,230 1,7
30 1,900 2,0752.還付a)投 資 補 助 金 -30
0 -500 -500 -500 0b)社会保障基金負担の削減 -20
-490 -945 -1,115 -1,750C)中小企業に対する還付基金 -180 21 25 -25
-295d)行 政 コ ス ト -30 -30 -30 -30 -303.企業に対する還付額総計 -71 -1,2 -1,7 -1,90 -2,07
[出所] MinlStryOfFin
ance,1995,p.16,Table3.資


















































42 調査と研究 第13号 (1997.4)
図2-3 2000年における税制改革の及ぼす雇用効果 (単位:千人)
/ヘ 社会保険料軽減 純効果蕃 '迭






997 2001 2005 長期C
O2排出減率 % -2 -5 -5 -5所得税減税による 雇用 (1000人) 0 8 1
0還付 GDP (%) -1.0 -0.5 -0.2
-0.2社会保険料下げによ 雇用 (1000人) +2





































































































































-0.1 - 0 .2製紙産業
0.0 -0.3グラフ
ィックス産業 0.3 0.1化学産業









製造業 0.2 0.4自動車産業 - 1 2他の交通手段産業







表2-7 2つのタイプの家計における環境税の負担 (DKK)大人 1
人,石炭暖房,車なし,年収 子供 1人の夫婦,石油暖房,車所有,16万クロ
ーナ (約320万円) 年収37万クローナ (約740万円)課 税 対 象 消費量 1993 1994 1998 消費量 1993 199 199
8ガ ソ リ ン 0 0 0 0 1,2591itre 3,513 3,825 4,975
自動車,重量 0 0 0 0 1,000kg 2,26
0 2,260 2,260電 気 1,600kWh 736 816 1,136 4,200kWh 1,932 142
,982水 75m3 0 95 470 170m3 0 210
1,060廃 棄 物 300kg 60 60 79
600kg 120 120 185石 炭 1.2ton 1,398 1,39
8 1,924 0 0 0 0化 石 燃 料 0 0























































































46 調査と研究 第13号 (1997.4)
表 2-8 環境･エネルギー関連税収
環境.エネルギー関連税 1992 1993 1994 1995 1996
1997エネルギー税 14,192 14,703 15,843 17,728 19
,190 20,720石 炭 797 738
592 602 700 825電 気 3,938 3,562 4,139 4,48 4,925 5,67
ガ ス 15 434,79
47 50 40 45天 然 ガ ス - - - 2
5 25石 油 3,791 4,945 5,207 5,400 5,
650ガ' ソ リ ン 5,651 5,611 6,121 7,387 8,1
00 8,500自動車重量税 4,213 4,225 4,268 4,406
4,678 4,775自動車登録税 8,532 7,998 13,312 14,967 15100 15
350第 3着責任保険 855 856 894 944 1,150
1,175有料 道路料金 - - 227 289 264 264
環 境 税 2,595 4,251 4,850 5,206 6,530 7,4
10CO2 1,401 3,177 3,318 3,210 3,600 4,00
SO2 - - - - 385 425
使い捨て用品 73 69 66 72 60
60包 装 容 器 462 305 439 478 4
75 475オ ゾ ン ガ ス 22 12
5 2 0 0廃 棄 物 454 529 571
619 625 750原
料 140 120 122 135 135 135飲 料 水 - 4 29534 6546 950 1,250ニッケル.カドミウム電池
- 45 45塩 素 溶 媒
殺 虫 剤 4 2
65排 水 - - - - 1
85税 収 総 計 30,387 32,033 39,394 43,540 46
,909 49,694対GDP比 (%) 3.57 3.66 4.24 4.






































































































































































































































































































































































































































52 調査と研究 第13号 (1997.4)
SPD (1995) "Umweltpolitik, Die dkologische









Umweltbundesamt (1989) Daten fur Umwelt
1988/89.
vonWeizs畠cker,E.U.(1992)Erdpolitik.邦訳 :宮
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zimmermann,H.(1996a)dko-Steuern:Ans益tze
undProblemeeiner"6kologischenSteuerre-
form".DiSkuSionSPaPierて′OnderPhilipps-Uni-
versitdtMarbu7g.
Zimmermann,H.(1996b)Zielbeztigeeiner"Okolo一
gischenSteuerreform".StatementaufderKon-
ferenz"BausteineeinerrationalenUmweltpoli-
tik"derBertelsmannStlftung,HeinzNiJdorf
Stlftung,Ludwig-Erhard-Stlftung,Gijtersloh,
16.3.1996.
